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 そこで本稿では、オイルショック以降、環境が激変した 1980 年前後における日本企業の組
織変革を考察対象にする。事例企業は、1980 年以降現代に至る 30 年間、目覚ましく持続性成
長と発展を遂げてきた花王株式会社である。尚、事例企業において明らかにしたいのは次の 3
点である。 
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 第 1 は、花王のダイナミック・ケイパビリティとは何か。競争優位の組織能力とは何かを明
らかにすることである。ダイナミック・ケイパビリティとは、企業独自の資源を継続的に創造・
拡張・改良・保護し、価値ある状態に維持するために利用される、環境変化に適応するための
企業の組織能力である（Teece, D. J, 2007）。 
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る。1970 年代の環境変化が連続的な時代においては、「organizational change」（Greiner, 1967）、
「organizational development」（French and Bell, 1973）と、静態的な構造変動としてとら
えられた。1980 年代に入り、環境変化が不連続となり、「organizational transformation」














 その後、組織変革の研究は 1980 年代半ば以降、組織変革の次元、漸進的変革とラディカル











察に先立って、企業の組織変革を次の 2 つの視点から検討する。 






 第 2 は、組織の何を変革するかという問題である。組織変革の対象は、部分的なものと全体
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 Teece（2007）によれば、ダイナミック・ケイパビリティとは 3 つに分解される。第 1 は、
機会・脅威を感知・形成する能力である。第 2 は、機会を活かす能力である。第 3 は、企業の
有形・無形資産を向上させ、結合・保護し、必要時には最高性することで競争力を維持する能
力である。そのため、予備考察として戦略的組織ルーティンの遂行プロセスモデルを提示する。
そこでまず、組織ルーティンの構造を 3 つの階層に分けて整理する。一般的に第 1 の層は、組
織のメンバーの役割としての作業ルーティン、第 2 の層は、マネジャー層の役割としての管理
的業務ルーティン、第 3 の層は、トップ・マネジメントの機能としての戦略的組織ルーティン
である。本稿の考察対象は第 3 の層の戦略的組織ルーティンである。 








 戦略的組織ルーティンの 4 要素のうち、意思決定と組織形態によって組織ルーティンが安定
し、組織変革と組織学習によって組織ルーティンは変化する。戦略的組織ルーティンの 4 要素
に対して、経営者の理念がどのように影響を及ぼしているのか考察する。 
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組織と個人への相互浸透プロセスを、Nonaka, I. and Takeuchi, H.（1995）の SECI モデル3に




































それぞれの頭文字をとってこれは SECI（セキ）モデルと呼ばれる（Nonaka, I. and Takeuchi, H. 1995）。 
経営情報研究 第 20 巻第 2 号(2013 年 2 月)，1－20 ページ 
―  ― 8
４．事例研究 
４．１ 花王株式会社の組織変革（1980 年から 1989 年） 





 第 1 は、経営者が主体となり、組織変革において経営管理制度を構築することによって、競
争優位の組織ルーティンが形成されたのではないか。 
 第 2 は、組織変革の遂行段階で、組織ルーティンが安定する側面において、意思決定の判断
基準とそのプロセスの基準を明確にしてきたのではないか。 
 第 3 は、組織ルーティンが安定する側面において、経営者が主体となり、意図的、計画的に
組織形態を創出することによって、組織ルーティンの変化が生み出されたのではないか。 









 丸田芳郎社長（在任期間 1971～1990 年）5が、1976 年に自身で明確な花王の経営理念を構想
して、新しい基本的方針を提示し、とくに 1980 年代になってめざましい成果をあげるように
なった。 



















4.1.2 組織変革と TCR 運動の連動 
 1985 年、「花王石鹸」は「花王」への社名変更7とともに、1986 年から、TCR 運動8が推進
され、生産、販売、物流の統合をコンピュータ利用によって、高度にシステム化された経営が
実現されることになった。 

















り着いたと語っている（『日経ビジネス』1984 年 10 月 15 日号, p.87）。 
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10 『日経ビジネス』1984 年 10 月 15 日号, p.88. 
11 丸田芳郎社長は、「和をもって貴しとす」の解釈とは、日経ビジネスのインタビューで次のように答えて
いる。「これは議論のプロセスを大事にしろ、ということ。各人がわだかまりをなくして徹底的に議論すれ
ば、チエが生まれるということなんですよ」。（『日経ビジネス』1984 年 10 月 15 日号, p.87） 
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様にしてあげられる」（『日経ビジネス』1983 年 10 月 31 日号, p.9）と述べている。 
14 丸田芳郎社長は、「数字にはロマンも何もない。それどころか単に数字を出せば、それがひとり歩きして
しまう。…何年後に売上○○億円などという目標を掲げて、だれが張り切れただの、頑張れただの社員の
シリを叩いている経営者は卑怯だ」（土平, 1998, p.71）と断言している。 
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 経営理念の具現化については、常盤文克社長（在任期間 1990~1997 年）の時代に、社内で
組織変革期における経営理念の機能 







 後藤卓也社長（在任期間 1997~2004 年）の時代、2002 年の春に当時の経営陣の発案により、
丸田芳郎元社長の事績を残す主旨で経営史の編纂が始まった。そして、｢花王ウェイ｣の｢よきモ








4.2.2 M&A とグローバル戦略 

















                                                          
15 『労政時報』3794 号（2011 年 3 月 25 日）pp.21-26. 
16 創業者である初代・長瀬富郎氏の精神と言葉を、歴代の経営者たちは受け継いできた。 
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図表 2：花王株式会社（1970 年から 2012 年）の戦略的組織ルーティン 
  
1.組織変革 1. 1970 年、多角化とグローバル化により、「日々革新」という経営哲学を実践してき
た。 
2. 1978 年、｢栃木研究所」新設｡事業の多角化につながる研究開発を行うことが目的。 
3. 1985 年、花王石鹸株式会社から「花王株式会社」に名称変更｡ 
4. 1986 年、丸田芳郎社長が経営理念を掲げ、新規事業である花王の化粧品事業開始。 
5. 1986 年、花王タイプの事業体制が確立。家庭品事業部制の改変で４事業部が設けら
れた。 
6. 2006 年、カネボウ化粧品が花王グループ入り。 





3. 1986 年から、TCR 運動の推進と連動。 
4. 1989 年、「霞ケ浦研修所」開設。1991 年「有田研修所」開設。 
5. 2009 年、「環境宣言」と「新 CI（コーポレート・アイデンティティ）」発表。 









4.組織形態 1. 1978 年、花王生活科学研究所の消費者相談システム｢カオーエコーシステム｣開発｡ 







5. 2006 年、「事業と機能のマトリックス運営」。 
経営理念の策定 1. 1990 年、『花王マネジメントブック』発行。経営理念の第１として「消費者への奉
仕の精神」を掲げている。 
2. 1995 年、花王の経営理念改定。 
3. 1999 年、花王ビジネスコンダクトライン、花王ウェイ。 
4. 2003 年、『絶えざる革新明日に受け継ぐ花王の精神』発行。 
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５．インプリケーション 
 花王の事例分析のインプリケーションは、次の 4 点である。第 1 に、経営理念を経営管理制








































































 しかし本研究は、残された課題も山積している。とくに次の 3 つの点を解明していかねばな
らない。 
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